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1　はじめに
　新型コロナウイルス感染症拡大は、すべての

社会活動に大きな影響を及ぼした。働き方に目

を向けると、それまで当然と考えられてきた常

識の捉え直しがみられる。デスクワークはもと

より会議や商談までもオンラインで自宅のプラ

ベート空間で完結してしまうことは、これから

の働き方の変化を余儀なくさせるであろう。

　もとより人口減少社会を迎えた日本において

は、労働力不足が現実化してくると働き方の変

革も不可避となる。これに加え、将来的にはデ

ジタル化の進展に伴うプラットフォーム化、シェ

アリングエコノミー化によって、1 つの企業が 1

人の労働者を雇用して労働力を確保するという

スタイルが少数になってしまうとの言説もみら

れるようになってきた 1） 。

　このように、伝統的な雇用労働の変革と、シェ

アリグエコノミー化は同じ方向を向いている。

つまり、複数あるいは単数の事業者から仕事を

請け負う就労者、つまりフリーランサーの需要

増大である。折しもいくつかの政府関係報告書

でフリーランスの増進とその保護が検討され 2） 、 

働き方の側面では雇用と自営の中間に属する者

についての保護（事業者との取引関係、労働法

の適用関係）が模索されている。

　新型コロナウイルス感染症の影響はもっとも

脆弱な就労者に顕在化した。操業停止により休

業を余儀なくされた労働者、営業自粛により収

入が途絶えた自営業者が多数発生した。もっと

も雇用労働者の休業に関しては労働基準法の休

業手当（労基法 26 条）の支払いを確保するため

に行われた雇用調整助成金（雇用保険法 62 条 1
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項 1 号、同施行規則 102 条の 2）が拡充され、自

営業者には各種融資や持続化給付金等の施策が

講じられた。しかし、コロナ渦ではフリーラン

スの所得保障について問題が明らかになった。

フリーランスは雇用と自営のいずれにも定義し

がたい就労者の類型であり、いずれの所得保障

制度も機能しにくい側面があることがその理由

である。

　そこで本稿では、フリーランスの現状と法的

位置付けを確認した後、フリーランスの所得保

障を検討することで、これからの働き方の変化

に所得保障制度がいかなる対応を取るべきかを

考えよう。

2　フリーランスの所得保障ニーズ
（1）自営業・労働者とフリーランス
　内閣官官房・公正取引委員会・中小企業庁・

厚生労働省連名の「フリーランスとして安心し

て働ける環境を整備するためのガイドライン

（令和 3 年 3 月 26 日）」によると、フリーランス

とは「実店舗がなく、雇人もいない自営業主や

一人社長であって、自身の経験や知識、スキル

を活用して収入を得る者を指す」ものとされて

いる。この定義によると、労働契約を締結して

労働者として働く者が副業として物品やサービ

スを販売するような場合には、その面について

フリーランスに該当する。そして事業を自宅の

一部で行う場合には実店舗とはいえず、ネット

上の店舗も実店舗にあたらない。これらはいず

れも自営業とフリーランスを区分する基準であ

る。

　これに対して雇用とフリーランスを区別する

基準は、労働法における労働者性の問題として

議論されてきた。労働基準法は事業又は事務所

に使用される者で、賃金を支払われる者を労働

者としている（労基法 9 条）。この場合の「賃

金」とは「労働の対償として使用者が労働者に

支払うすべてのもの」であるので（労基法 11

条）、労働者であるか否かが確定した後に支払わ

れる財を定義することになるので、結局労働者

であるか否かは「使用される」者であるかどう

かが問題になる。「使用される」関係を労働法で

は使用従属性と呼ぶことがあり、この判断は当

事者が採用した契約形態にとらわれることなく、

仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の

自由の有無、業務遂行上の指揮監督の有無、時

間的・場所的拘束の有無、代替性の有無、報酬

が一定時間労務を提供したことに対する対価と

みられるかどうか、公租公課関係などが主な判

断要素となる 3） 。これら労働基準法上の労働者

にあたる場合には最低賃金法、労働安全衛生法、

労働者災害補償保険法等の適用があるものと理

解するのが多数の見解である 4） 。

　このような法的規制の状況からすると、フリー

ランスとされる者の中でも労働法の適用対象と

なる者も存在することが考えられる。そしてガ

イドラインにおける自営業とフリーランスを分

かつ基準は事業者とフリーランスとの取引にお

いて独占禁止法や下請法の適用関係を明らかに

するために設けられたものであって、所得保障

ニーズがあるフリーランスとは誰かという本稿

の問題関心とは軌を一にしない。そこで次に、

所得保障ニーズがあるフリーランスとは誰かと

いうことを検討しよう。

（2）所得保障ニードがあるフリーランス
　このようにフリーランスを所得保障の側面か

ら見た場合、本稿でいうフリーランスは「自営

でも雇用でもない」ということから少し離れて

考えなければならないように思われる。

　所得保障ニードからこれを考えると、当初か

ら所得の問題は自己の責任であることを受け入
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れ、所得の獲得は専断的で他人が決定する要素

が希薄な者は本稿でいうフリーランスに該当し

ない。また、労基法上の労働者に該当するよう

な自営的就労についてもフリーランスというこ

とはできない。

　もっとも、このような「自営でも雇用でもな

い」との控除説からの定義は、それらの線引が

実際には困難である。しかし本稿で強調したい

のは、これまで自営や雇用であると考えられて

いた者についても所得保障ニードからはフリー

ランスと位置づけてよい者があるのではないか、

ということである。

　その例の一つは、法人化したフリーランスで

ある。個人のフリーランスでも法人化すること

により個人が給与を得る形式で給与所得控除を

受けることができる上、個人所得税よりも法人

税の税率が低くなることがあるといった税制上

のメリットがある。そのためフリーランスの事

業が軌道に乗った時点で法人化することが多く

見られる。ところが法人の経営者であるフリー

ランスとなった場合、その働き方が法人化前後

で変化ないとしても、所得保障法の枠外に置か

れることになる。この場合、取引の相手方に専

属的で交渉の余地がないような場合であっても

自営業者の扱いとなる。それ故に所得の問題は

完全な自己責任であると位置づけられる。

　もう一つの例は、エージェント会社に登録する 

フリーランスである。IT エンジニアを中心に業

務委託契約で働く者でフリーランスエージェン

トを利用する者は少なくなく、全体でみてもエー

ジェントを活用して仕事を獲得している者は 2

割程度である 5） 。フリーランスエージェントは

業務委託契約の紹介や委託者との商談設定、委

託条件交渉、契約手続などを行う会社であり、こ

れに登録するフリーランスにとっては仕事の諾

否の自由はあるけれども委託条件の設定に関す

る交渉力を持たない。この場合、具体的な仕事

の進め方などはフリーランス自身が決定できる

けれども、現実的には自身が持つ技能や納期の

都合等で片面的に決定される場合が少なくない。

このようなフリーランスエージェントからの委

託業務のみを生業とすることもあろうが、フ

リーランスエージェント委託業務に加えて自ら

獲得した業務を同時に行うこともある。それ故

にフリーランスエージェントへの専属性は千差

万別になる。フリーランスエージェントへの専

属性が高ければ高いほど労働者性が高まるが 6） 、 

現在の判断基準では労働者性を認められること

はないであろう。特定のフリーランスエージェ

ントから専属的に業務を請け負うフリーランス

は自ら仕事を得る才覚や交渉力に乏しいのであ

るから、所得保障ニードが高いともいえる。

　このようにみてくると、所得保障ニードを有

するフリーランスとは、形式的には自営でも雇

用でも、それ以外であっても、フリーランスと

しての所得保障リスクが発生している者を指す、

ということしかいえなくなる。それではフリー

ランスの所得保障リスクとニードとはどのよう

なものであろうか。

（3） リスクとニードの社会化
　社会保障法の中核的要素は生存権の保障であ

る。生存権保障は私人間の契約関係を媒介とせ

ず、直接にその実現が図られる 7） 。それ故に、

第一義的な生存権の担い手は国家であり、要保

障事故が発生した者に対して国家あるいは国家

が関与する社会保険によってその生活上のニー

ドを充足するものであると定式化されてきた。

　もっとも、ある人にとって生活を困難にさせ

る事由が発生しているからといって、それをす

べて社会保障で対応すべきとは考えられない。

リスクが現実化したことで個人にニードが発生
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し、個人のニードを充足するために給付が行わ

れるべきである、と定式化できる。この「リスク」

と「ニード」、それから「給付」のいずれの要素

についても、社会性を獲得していることが必要

である。「社会性」は、当該社会を構成する者の

合意によって正当化されるが、その社会がすべ

て国家である必要はない。労働関係を基盤とし

た社会が構成され、その中で合意が形成されて

いる場合には労働者保険を通じて生存権が保障

されることになるし、地域や年齢に基づいて部

分社会が構成されている場合には、当該部分社

会において生存権が実現される。これが社会保

障における「社会」の側面である。

　社会において対処しなければならない「リス

ク」とは、その現実的可能性と自らにそれがい

つ発生するかわからないという不可知性を基礎

としている。避けがたいリスクが発生すること

が現実として起こりうることであって、そのよ

うなリスクの現実化がいつ自分に起こりうるか

がわからないとき、不安を共有する人々の間で

その「リスク」が社会化され、連帯意識が発生

する。そうすると、等質のリスクを共有する人々

の集団、つまり社会においてリスクに対抗する

ための費用負担が正当化される。

　さらにリスクが現実化したからといって、す

べての人に共通のニードが発生するわけではな

い。たとえば、加齢に伴う稼得能力の喪失減退

は所得保障ニーズを生じさせるが、それによっ

て必要となる具体的な生活費は様々である。同

じリスクが生じていても、それによって生じる

ニードは多様なのであるから、そのニードのど

の程度の水準まで連帯の仕組みによってカバー

しなければならないかは、当該社会構成員の合

意によって決定せざる得ない。これがニードの

社会化である。

　その上、社会化されたニードに対してどのよ

うな給付を行うことで当該ニードを充足するか、

つまり給付方法の選択も社会化される。給付方

法の一つに、貨幣的か非貨幣的かということが

ある。一般に、貨幣的なニードが発生している

ときには貨幣的な給付が、非貨幣的なニードが

発生しているときには非貨幣的な給付が予定さ

れる。しかし貨幣的なニードが発生していても

非貨幣的な給付を行うことはある。たとえば、

失業によって所得を喪失している場合に職業紹

介を行うことで所得ニーズを充足するような場

合である。また、非貨幣的なニードが発生して

いても貨幣的な給付を行うことも考えられる。

たとえば、高齢者の介護が必要であるときに介

護費を給付するとともにケアマネジメントを通

して適切な介護サービスを購入するような場合

がこれにあたるであろう。このようなニードを

充足するためにいかなる給付体系を構築するか

もまた、リスクとニードを共有する社会の選択

に委ねられることになるのである。

　ただ、この社会における合意形成は擬制的、

仮想的である。日本の社会保障法における社会

は、自発的な部分社会における共済制度を嚆矢

として、それを国家が管理統制化してきた歴史

的経緯に依存しており、国家によって社会連帯

が強制されていることを否定できない。そこで

社会的合意を形成するための専門的知見ないし

専門的判断を社会が尊重し、それを合意とみな

してきたといえる。それ故に、社会を構成する

者の自発的な意思でリスクやニードを社会化し

てきたというわけではないのである。

　他方で特定の社会でリスクを共有し、連帯原

理によってニードを社会化する仕組みも現存す

る。たとえば健康保険組合や国民健康保険組合

は、それに加入してなくても健康保険や国民健

康保険に加入することができるという意味で、

その社会におけるリスクとニードを引き受けた
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上で自発的に選択しているものということがで

きる。このようにみてくると、フリーランスの

所得保障を基礎付ける社会的合意は、リスクを

共有する者同志が負担を引き受ける社会を構成

することができるか、構成することができると

してリスクやニードが他の社会とどのような独

自性を有しているのかということが問題になる

のである。

3　フリーランサーの所得保障制度
（1）厚生年金
　それでは次に、フリーランサーの具体的な所

得保障制度を考えよう。まずは公的年金である。

公的年金制度のリスクは老齢、障害と生計維持

者の死亡である。国民年金による皆年金体制に

おいて、これらのリスクは日本国内に住所を有

する者全員に共通のものであり、フリーランサー

の課題になるのが厚生年金の適用問題である。

　厚生年金保険法は「労働者の老齢、障害又は

死亡」について保険給付を行う旨定めており（厚

年法 1 条）、「使用される」者が被保険者となる 

（厚年法 9 条）。それ故に労働者と同視しうる働

き方をするようなフリーランサーは厚生年金の

適用対象となる。これは裏を返すとほとんどの

フリーランサーに厚生年金の適用がないという

ことを意味するのであり、リスク発生時には国

民年金による最低限度の給付が社会化されてい

るけれども、それを超える部分は自己責任とさ

れる。つまり最低水準以上の公的年金のニード

が社会化されていないということを意味する。

　しかしながらフリーランスとしての年収は

200 万円から 300 万円程度であり 8） 、給与所得

と単純比較できないもののそれほど高所得とい

うわけでもない。公的年金に関するニードは高

いけれども、それが社会化されていないので個

人で対応せざるを得ないということになる。こ

のため iDeco や NISA、そして国民年金基金のよ

うな税制優遇の金融商品を購入して老後に備え

るか、保険会社が販売するフリーランス協会の

保険に加入して傷病リスクを分散させる方法が

とられる。フリーランスが法人化している場合

には小規模企業共済に加入することもある。

　いずれにせよ、このような施策はフリーラン

スが厚生年金に加入することができないが故の

策である。フリーランスの中には政府が管掌す

る厚生年金よりも自助努力や税制優遇商品を選

好することもあろうが、それは厚生年金加入を

排除する理由にはならない。それでは厚生年金

加入を阻むものは何か。これにはニードの社会

化に課題があるからである。

　厚生年金における連帯の構成員は労働者と使

用者である。これらは連帯の担い手として労働

者は被保険者負担として、使用者は事業主負担

として保険料を負担する。被保険者は自らのリ

スクに備えるために、使用者は有用な労働力を

人の一生の一部として買い上げるために保険料

を負担する。そしてこれらのリスクは雇用を中

核とした産業自体で分散されることになる。

　もっとも、厚生年金行政 9）や裁判例 10）によ

ると、法人から労務の対償として報酬を受けて

いる者であれば厚生年金の被保険者となる途は

開かれている。上記裁判例でも法人の代表者に

厚年法・健保法の被保険者資格を認めることに

ついて「保険制度を利用させることこそ、前記

憲法の条項の趣旨に適う所以である」ことを理

由としているから、ニードを重視して被保険者

資格を認めるべきと考えているように見える。

　しかしながら裁判所が提示する法解釈論だけ

ですんなりフリーランスの厚生年金適用が拡大

するとは思われない。裁判例が念頭に置いてい

るのは法人化して労働者を雇用した場合だけで

あって、大多数の法人化していないフリーラン
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スにはその適用がない。そうするとやはり、制

定法で適用拡大を図る以外はない。そこで問題

になるのは、厚生年金の社会を構成する使用者

とは誰か、誰が事業主負担を払うべきか、負担

する根拠は何か、ということである。

　AI 化による労働力の代替化が進行するか否か

はともかく、1980 年代頃から年金保険の財源を

労使間の賃金支払に着目するのではなく、産業

が創出した利益全体に保険料を賦課すべきとの

議論があった。そこでは人の生活を成り立たせ

るのは雇用関係が中心であるけれども、代替化

が進む雇用から一旦離れた生活基盤を基礎に考

えるべきであるとの主張がみられた。そのよう

に考えると、フリーランスは確かに使用者との

使用従属関係を欠くので、国家規模でおよそ利

益を発生させている産業活動に保険関係を成立

させるような立法を検討する要請が働く。しか

し物事はそれほど急速に進まない。

　社会保険の歴史をみると自発的な相互扶助組

織におけるリスク分散とニード充足を奨励し、

徐々に国家がそれを管掌することで適用対象を

拡大しつつ給付水準を確保してきた。フリーラ

ンスの相互扶助保険もそのような形態で発展す

る可能性はある。その際にフリーランスを厚生

年金被保険者である労働者と同視するか、ある

いは厚生年金の被保険者である労働者概念を変

更して広く就労者一般にするかは、論理必然的

に決まるわけでなく、政策選択の問題となろう。

このようにして考えると、フリーランスの厚生

年金適用は現在の法理論を前提にすると困難で

あると言わざるを得ず、根本的な理論的転換と

大胆な政策決定が必要となる。しかしながら非

常に長期にわたる年金制度は、人の一生に大き

な関わりを持つことから大胆な政策転換をしに

くい。そうであるならば、フリーランスの年金

に関しては公的年金と私的年金とは別の道を探

る必要があるのだろう。

（2）労働者災害補償保険
　次に、労働者災害補償保険を考える。実態調

査報告によると 11）、フリーランスとして働く上 

での障壁として「仕事が原因で負傷した、疾病に

なった場合の補償がない」とするものが 12.7％

であり、実際にフリーランスとしての仕事を原

因とする病気やケガをしたことがある者は 2 割、

その病気やケガによってフリーランスとしての

仕事を中断した者は 1 割あることがわかってい

る。フリーランス業務に起因する傷病リスクはフ

リーランスにとって普遍的であるが、ここでも

そのリスクから生じたニードが社会化されてい

ないということがわかる。

　言うまでもなく、これらフリーランスが労働

者災害補償保険の適用を受けないのは労働基準

法の労働者にあたらない者が多いからである。

もっとも専属的請負事業者がその就労実態から

労働者に該当すると判断される可能性はある。

しかしながら、労働保険の成立関係が使用者の

届出義務を基調としていることからすると、専

属的請負事業者の事業者が労災保険の保険関係

成立を届け出ることの実効性は乏しい。確かに

保険関係成立の確認請求や司法判断によりこれ

ら保険関係の成立を認めさせることは、法的に

は可能である。しかしながら、業務発注者の意

思を超えてこれらの請求をすることは、専属的

請負事業者が受注量減少に甘んじるリスクを甘

受せざるを得ず、あまり現実的ではない。

　そこで立法的解決がなされようとしている。

第 83 回労働政策審議会労働条件分科会労災保険

部会建議（令和元年 12 月 23 日）において労災

保険の特別加入の対象範囲や運用方法の見直し

を提言し、成長戦略実行計画（令和 2 年 7 月 17

日閣議決定）において「フリーランスとして働
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く人の保護のため、労働者災害補償保険のさら

なる活用を図るための特別加入の対象拡大等に

ついて検討する」とされたことにより、労災保

険法施行規則 46 条の 17 を改正して「原動機付

自転車又は自転車両を使用して行う貨物の運送

の事業」を一人親方等が行う事業として、また「情

報処理システムの設計等の情報処理に係る作業」

を特定作業従事者として追加することで、これ

ら二類型の労災保険特別加入の途を開こうとし

ている（令和 3 年 9 月 1 日施行予定）。

　この改正は、現代的フリーランスの特徴的な

二形態（飲食物配達代行業、IT エンジニア）の

労災保険加入を認めるもので一歩前進であると

いえる。しかしながら、特別加入制度の途を開

くということはこれらの者が労働者でないとい

うことを意味し、特別加入するか否かが自己判

断になること、保険料が全額自己負担になるこ

とから疑問なしとはしない。そもそも労災保険

制度が使用者の無過失損害賠償責任を保険化し

たものであることに鑑みると、この改正は本来

使用者が負担しなければならない費用をすべて

フリーランスに負担関係を転換させることを意

味し、理論的に整合しない。

　この理論的不整合は結局のところ費用負担者

がリスクを負担するということにある。つまり、

労災（類似）の発生に発注者が何らかの責任を

負う必要があるのならば、その費用の少なくと

も一部を負担させることが適切である。それは

つまり、フリーランサーと業務発注者の両者が

リスク発生の責任を引き受ける社会を構成し、

労災によって生じたニードを補償すべき社会構

成員になるということを意味する。これから考

えると、立法の方向性は業務請負契約において

業務災害に関する事項を盛り込み、その費用負

担関係を明示させつつ、フリーランス保険のよ

うな仕組みに加入させるような契約規制を行う

ことにある。

（3）雇用保険
　次に雇用保険を考える。雇用保険法は雇用に

関する総合的な社会保険であり、①失業時の生

活保障、②雇用の継続、③失業の予防と就職の

支援、④労働者の職業能力養成をリスクとする
12） 。これに対してフリーランスのリスクは①事

業継続を困難にさせる事由、②受注量減少によ

る生活困難、③絶えざる技術革新や市場の変化

への対応が考えられる。問題はこれらフリーラ

ンスのリスクは雇用保険法が予定する社会的リ

スクと同視しうるのか、同視しえないとすれば

これらのリスクはフリーランス自身が対応しな

ければならないリスクであるのか、そしてフリー

ランスのみならず社会的なリスクであるとして

もそれによって発生したニードはフリーランス

の場合に社会化することができるのか、という

ことになる。

　これらフリーランスのリスクのうち雇用保険

給付に相当するのが受注量の減少に伴う生活困

難と、技術革新への対応である。これらに関す

る問題設定としては、フリーランスのままで雇

用保険の適用を受けることができるのか、とい

う問題と、適用を受けたとして給付の対象とな

るための受給要件が適合的かということにある。

まず適用の場面をみると、確かに事業者との間

で交渉力に乏しいフリーランスとの使用関係を

認めることで被保険者資格を発生させる余地は

ある。EU で「労働者と自営業者の社会保障ア

クセス勧告 13）」が発せられ、国際的にもその機

運が高まっている。しかし現行の雇用保険法を

前提とすると、「雇用される労働者」（雇用保険

法 4 条 1 項）との文言から大きく離れた解釈を

採用しなければならないだけでなく、所定労働

時間管理等で大きな困難を抱える。もっともこ
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れらが想定する労働時間を使用者に管理される

他律的な労働者像を離れて新たな立法を構想す

ることは不可能ではないが、他律的な労働者像

が雇用保険法の基盤となってきたことから法の

趣旨を大きく変更せざるを得ない。このように、

雇用保険法をフリーランスへ適用させることは、

原理的にはもちろん、実務的にも非常に困難で

あろう。

　さらに給付の場面でこれをみると、リスクの

発生を社会化することができるのかという根本

的な疑問を避けて通ることができない。確かに

受注量の減少は経済政策の影響を受けているこ

とから政府にもその責任があり、そのリスクは

社会化されているということもできる。しかし、

受注量は取引市場において契約を締結すること

ができなかったということなのであり、そのよ

うな商環境にあることを自ら引き受けてフリー

ランスを選択したと考えるのが一般的であろう。

それに雇用保険法における失業が「離職し、労

働の意思及び能力を有するにもかかわらず、職

業に就くことができない状態」（雇用保険法 4 条

3 項）をいうこととしてその意思を確認するため

に失業の認定を行う（雇用保険法 15 条）が、フ

リーランスでは認定方法や基準の設定が非常に

困難になろう 14） 。このようにみてくると、フリー

ランサーを雇用保険給付の本体部分である失業

等給付に拡大することは困難であると言わざる

を得ない。ただ、こちらも業務発注者とフリー

ランサーとの間で任意加入の保険制度を構想す

ることは可能であり、欧州でもいくつかそのよ

うな方式を採用している 15） 。今後は任意加入の

フリーランス保険に対して国家がいかなる参与

をしていくかが論点になろう。

　雇用保険でもう一つ検討しなければならない

のが技術革新への対応である。雇用保険法によ

る積極的雇用政策は、産業構造の変化に対応す

べく広域職業紹介や職業訓練を通じた柔軟な労

働移動を可能にする役割を担ってきた。現在で

も雇用保険二事業に基づく能力開発事業と、在

職者に対する教育訓練給付は職業能力の涵養を

図ることで産業全体の興隆に資してきたといえ

る。このような職業能力の開発に関するニード

は、長期雇用労働者よりもむしろフリーランサー

にとって極めて重要である。問題はこのニード

が社会化されるかということである。

　職業訓練等の一般法である職業能力開発促進

法は、「職業に必要な労働者の能力を開発」する

ことを目的としているが（職業能力開発促進法 1

条）、その対象者は「事業主に雇用される」労働

者と「求職者」である（同法 2 条）。これに基づ

き行われる（独）高齢・障害・求職者雇用支援

機構が行う職業訓練関連経費は、ほとんどが事

業主からの雇用保険料負担を原資とする雇用保

険二事業のうちの能力開発事業からの拠出で賄

われている。つまり、雇用社会における職業能

力開発のリスクは事業主間で社会化されている

のであり、職業能力開発ニーズを有する労働者

や求職者に対して事業主の財政責任において有

用な労働者を育成するのである。このような構

造は発注者とフリーランサーとの間との構造に

何ら変わるものでなく、発注事業者が共同連帯

で能力開発に係る財源負担をすることが求めら

れよう。その意味で能力開発からみたフリーラ

ンサーへの雇用保険法は、適用拡大よりはむし

ろ新たな社会保険制度の構想を惹起させるので

ある。

（4）事業継続（傷病手当、出産手当、育児休業
給付）

　最後に業務上の事由によらない、自己都合の

事由に基づく事業継続困難性をみてみよう。雇

用の分野では契約関係の解消以外で雇用の継続

69 季刊　個人金融　2021 夏



特集　新型コロナ禍によって拡大した所得格差と所得保障

を困難にさせる事由として、私傷病、出産育児、

介護がある。これらのリスクは労働者間で社会

化され、私傷病による雇用の継続困難は健康保

険法の傷病手当金（健保法 99 条）が対応し、出

産育児については出産手当金（健保法 101 条）

や育児休業給付金（雇用保険法 61 条の 7）、介

護については介護休業給付金（雇用保険法 61 条

の 4）がそれぞれ対応している。

　ところがこれらは労基法等の労働者性を前提

とした制度構成であり、フリーランサーの大部

分はこれらの適用がない。労働者であれば出産

育児に関する解雇制限（労基法 19 条、雇均法 9

条 3 項）によって契約関係が解消されないこと

が保障されているが、フリーランサーには新た

な業務の委託が発生しないだけで業務や所得の

保障がない。それ故にフリーランサーにはこの

ような分野のニーズが非常に高い。

　これら事業の継続を困難にさせる事由すべて

について労働者を被保険者とする被用者保険の

適用拡大でカバーすることができるか。おそら

くこれらのリスクは労使間において実勢上の格

差がある労働者を保護しなければならないとの

要請であるとともに、公益的観点から正当化さ

れてきた。それ故に育児や介護のリスクが生じ

ないような労働者も含めて費用負担者となり、

労働関係を基礎とした社会を構成してリスクを

社会化し、社会化されたニードに対して給付を

行うことの合意が成立していたものといえる。

この点、フリーランサーは現状においてはまだ

まだそのような状態にあるとはいいがたく、事

業継続リスクのための強制加入社会保険を構想

することは時期尚早であろう。そうすると、産

業育成の観点から発注者に費用負担を求めると

同時に、フリーランサーには保険料拠出を義務

付ける任意加入のフリーランス保険を導入する

ことが先決となろう。

4 おわりに
　産業界だけでなく政府筋からもフリーランス

の拡大が叫ばれるようになってから、フリーラ

ンスのセーフティネットを充実させるべきとの

論調も目立つようになってきた。その議論の方

向性は、独立自営業者としての取引関係におけ

るセーフティネットを作ることを通して生存権

保障を図ろうとするものと、フリーランスの労

働実態に労働者性を見出し労働者保護法の適用

を志向するものとに大別できる。しかしいずれ

も現代のフリーランスに適合的とは言い難い。

　本稿は主としてフリーランスの所得保障につ

き、フリーランスとそれに対する発注者を中心

とした新たな相互扶助保険を設けることを提唱

した。それにはリスクとニード、それから給付

関係の三面における社会化がどの程度拡大して

いるのかといった観点から相互に扶助する社会

の範囲が確定し、その範囲に応じた費用負担に

よる仕組みが重要となる。

　フリーランスの相互扶助保険は単に市場にお

ける弱者を救済するための互恵的なものである

にとどまらない。そこには能力開発を通した産

業全体の育成と健全化に資する可能性を秘めて

いる。産業界や政府がフリーランスの活用を喧

伝するのであれば、より長期的な視野で、雇用

や働き方の変化も踏まえた大きな議論が必要と

なろう。
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